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１．はじめに 

地下水は、熱源としての利用や防災・環境用水利用など多面的利用のニーズが広がっているが、地盤沈下や熱的環境

影響を回避しつつ、安価で大規模な地中熱利用技術が確立されることにより、都市に遍く眠っている熱利用資源である

帯水層の価値を創出することが望まれる。西ヨーロッパや北米は、地中熱ヒートポンプの先進国である。特にオランダ

は、帯水層蓄熱（ATES （Aquifer thermal energy storage）と呼ぶ）利用の先進国であり、2015年時点で約2000件超

のオープンループ型のATESシステムが稼働している。 

わが国でも多くの研究者による研究がなされてきた（既往研究の例を1）～5)に示す）が、我が国でATESが普及しな

かった原因として過去の過剰な揚水が招いた地盤沈下とその対策としての揚水規制がある。また、規制地域外において、

ATESシステムの技術開発や実証が過去行われてきたが、一部を除いて小流量であることと、還水井戸の目詰まりによる

流量低下を経験したことにより、普及できる技術とは見做されていなかったことも原因の一つである。 

わが国特有の地層構造の複雑さを克服し、長期に安定して使用可能な熱利用井戸の構築技術および、我が国の気候に

適し、長期にわたり安定して蓄熱利用が可能なATESの運用制御技術が待たれていた。 

 

２．海外の導入事例 

ドイツ連邦国会議事堂ビルに適用された ATESシステムは 2つの異なる帯水層に高温と低温に分けて蓄熱している 6)。

上部の帯水層は夏期の冷房のために使用され、下部の帯水層は暖房に使用されている。下部の帯水層は300m以深にあり、

夏期にはCHPから排熱を蓄え冬期の暖房を助けている。高温側の帯水層は最高70℃に達することがある条件で運用され

ている 1)。低温帯水層と高温帯水層の熱収支が報告されており、シミュレーション結果ではあるが規模の大きさが理解

される。夏期、揚水温度は6℃から10℃、注水温度は15℃から28℃であり、冬期蓄熱分の回収利用熱3.950 MWh/年、冬

期平均揚水温度 22℃、注水温度 5℃で冬期の蓄熱量 4250MWh/年であるので、蓄熱回収率 93%と試算されている。高温帯

水層は夏期、揚水温度20℃、注水温度70℃で、2.650 MWh/年 蓄熱する。冬期には揚水温度65℃から30℃で熱回収量は

2.050 MWh/年である。蓄熱回収率は77％である。 

大規模な ATES の利用施設として、ストックホルムのアーランダ空港はよく知られた事例である 7）。2005 年にフィー

ジビリティ・スタディが開始され、続いて水質地質調査が行われ、環境アセスメントを実施し、2008年8月に許可が得

られている。許可後ATESシステムの建設に着手し、2009年5月末竣工した。このシステムは、約8MWの冷房および暖房

負荷を対象とし、揚水・還水の最大流量は720m3/hで計画されている。運用実績の報告は見当たらないが、わが国のATES

よりはるかに規模が大きいことが理解される。 

       

図１ドイツ連邦国会議事堂ビル2つのATES            図２ スウェーデンアーランダ国際空港のATES利用 



３．熱源井戸構築技術 

熱利用の基本構造は上水に用いられる井戸（図3）と同じである。地下水の熱

利用は、目新しいものではなく、水量や水質に優れた地域では、現在もよく利

用されている。しかし、当該地域の地盤や帯水層の状況、井戸の構造や利用時

の地下水の水質変化等により、還水井の目詰まりが生じ、都度の還水井の逆洗

や1本の揚水井に対して複数の還水井が必要となることが頻繁に起こった。 

わが国の地下水には比較的高い濃度の鉄イオンが含まれることが多く、地下

水が大気に触れることで地下水中の鉄イオンが酸化し、析出したフロックが細

粒と相乗して深刻な目詰まりを生じる例が散見された。また、井戸のフィルタ

径が大きく取られることが多く、揚水井から産出した細粒やシルト分が、還水

井で目詰まりを引き起こすこともあった。加えて、嫌気性領域では活動が抑え

られていた鉄バクテリアが、酸素の混入により繁殖し、目詰まりを起こす事例

も見られた。 

また、揚水井の構築についても、一般に回転式掘削ビットの先端から泥水(ベ

ントナイト)を注入し、孔壁の崩落を防ぎつつ掘削を進める方法、あるいは打撃

ハンマーと、掘り屑回収用のベーラーによるパーカッション工法が採用される

ことが多いが、共に掘削した孔壁の周りに粘土の被膜が残るため、帯水層の透

水性を妨げ、目詰まりの拡大につながる懸念があった。 

 

オープンシステムの目詰まりの原因を整理（図4）すると、次の通りである。 

目詰まりの原因 

＜還水井で顕著＞ 

(a)化学的目詰まり  

-- 地下水の化学変化を誘引 

(b)生物学的目詰まり  

-- 微生物の育成環境を構築 

＜揚水井･還水井とも＞ 

(c)機械的目詰まり 

 i. 掘削中の掘削泥による帯水層の閉塞 

 ii. 残存する掘削泥による孔壁周辺の 

被膜形成 

 iii. 帯水層中の細粒の移動による閉塞 

 ・洗浄で取り切れなかった細粒の移動による閉塞 

 ・洗浄時を超える揚水実施による細粒の移動 

……地下水流速が最も高い揚水井周辺の帯水層の目詰まり 

 ……還水井において流速が低下する部分での細粒の停留 

環境省の実証事業において目詰まりの原因となる酸化域の地下水を使わない、揚水･還水は同一の帯水層を使い地下水

混合を避ける、粘土の含有率が低く透水性の高い帯水層を選定するなどに配慮して井戸を構築した（図5）。掘削工法は

欧米で水源用の井戸に一般的に使われるリバース循環方式を採用し、ベントナイトはなるべく使わず、孔壁での目詰ま

りを防いでいる。また、細粒の移動・閉塞を防ぐため、孔壁での流速を抑える井戸口径（600mmφ）としている。 フィル

タサイズは排砂と偏流抑制のため平均粒径1mm、フィルタ層の厚さ125～150mmとしている。スクリーンは縦スリット型

である。その他、地下水系統の気密維持は当然ことながら、洗浄工法なども工夫し、配管系統の常時加圧(空気の侵入防

止と気泡発生抑制) も行っている（図6）。 
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図3 井戸構造 



  

図5 開発したボーリングマシンと掘削状況        図6 地下水を汲み上げるとやがて白濁 

 

兵庫県の三菱重工高砂工場内（高砂地区と呼ぶ）において構築した熱源井は瀬戸内海に隣接していることから鉄分

11mg/Lの他、塩分も2,000mg/L(海水の1/10)と濃度の高い地下水を利用することとなった。またうめきたDg2では鉄

分10mg/L、塩化物3,500mg/Lであった。 

この高砂地区に構築した熱源井の運用性能として、揚水・還水流量に対する水位変化量を調査した。揚水・還水量

100m3/hのとき、ベントナイトの使用量が多かった 1号井では井戸運用開始時（2016年 7月）の水位変化量は 7.5m、運

用終了時（2017年12月）7.8mであったが、ベントナイト使用量を抑制できた2号井では、運用開始時6.5m、運用終了

時 3.9m であり透水性が上昇した。高砂地区の経験を経て、うめきた地区に高砂地区と同規模の 100m3/h の揚水-還水を

実現するための試験設備を構築した。1号井の水位変化は1.8m、2号井では僅か1.2mであった。沈下影響が無く、実用

規模の揚水・還水量を実現できている。 

 

４．熱利用技術 

井戸の開発実証試験と並行して、熱利用にかかわる技術開発も進んでいる。長期間帯水層の蓄熱利用を可能とするた

め、帯水層蓄放熱量の年間サイクルの熱収支平衡、各井戸（高温井戸、低温井戸）の 1 シーズン当たりの積算流量の平

衡、二つの井戸間の熱干渉抑制などに配慮しつつ、低炭素化効果を最大化する運用制御法の開発を進めている。特に冬

期の非空調時間帯における低温外気を利用した低温井戸の冷却は有効である。暖房負荷がない時間帯に、低温の冷却水

を活用したフリークーリングや高効率冷凍機による高効率冷水製造により帯水層の低温井戸側を冷却することができる。

夏期に熱源の冷却水として使用する際には高温井戸へ排熱を注入し、冬期のヒートポンプの熱源として活用できる（図

7）。 

 

図7 ATESの年間運転サイクル 

 

次に、三菱重工サーマルシステムズの高砂事業所での実証試験 9)(図8)を紹介する。実証対象施設は工場であり、定
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格冷房能力703kW（加熱能力850ｋW）のターボ冷凍機を使用しており、空調対象面積は4000m2である。2017年2月よ

りターボ冷凍機により暖房の実証運転を開始した。暖房の温水温度は43℃、井戸への注水温度を6℃とした。本システ

ムは冬期から運用をスタートしたので、冬期間は初期地中温度18℃で揚水して、ヒートポンプ（ターボ冷凍機）熱源

として利用している。2月2日から3月3日までの暖房運転実績でヒートポンプ単体の期間平均COPは3.8、期間平均

システムCOPは3.3であった。ボイラーを使用せず、ターボ冷凍機で暖房運転できたことは低炭素化のため意義深い

（図9）。第4世代の低GWP冷媒（HFO冷媒）を使える製品化された熱源機はターボ冷凍機だけなので、HFO冷媒で冷

／暖房できるシステムとしても意義深い。 

1 年間で試験を終えたが、仮に 2 年目を運転すれば、夏期の排熱注入により揚水温度が高い状態からスタートするの

で、よりCOPが高くなることが期待される。 

  

図8 工場空調への適用（実証試験）       図9 暖房運転(文献10)より引用） 

 

冬期夜間の外気温度が低い時、冷却塔を使って冷水を製造し蓄熱した。冷却塔は夏季の冷凍機の冷房能力に合わせた

選定したため、外気湿球温度が 0℃以上で冷却塔能力不足により冷却温度は上昇する。冬季に冷却塔による蓄熱分を増

やすには、冷却塔の容量や冷却搭の運転条件の見直しが必要である。当然であるが、必要な動力は冷却水ポンプと冷却

塔ファンだけなので、ヒートポンプのCOP、システムCOPが高くなった（図10、図11）。 
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2月からATESによる暖房運転の実証試験を開始したため夏期に使用する冷水蓄熱が不足する。そこで、夏期に使用す

る熱量を想定し、中間期に冷凍機を運転して不足分を賄った。中間期におけるターボ冷凍機の運転実績から、単体COPと

部分負荷予想曲線との誤差は 5％以内である（図 12）。インバータターボ冷凍機の特徴である部分負荷時の効率の高さ

が活かされている。 

冬期 6℃で蓄えた冷水を利用し、冷凍機を運転しないで直接工場負荷側に冷房供給した（図 13）。冷水蓄冷完了から

約1.5ヵ月経過した時点で冷水利用を始めたが、6℃で貯めた地下水温度は約1.4℃しか上昇していなかった。直接利用

期間における地下水温度は 7.4℃から 11.5℃に上昇した。除湿が難しくなり、蒸し暑いとのクレームに応じ、一般に使

われている冷却塔による冷却水利用を経て、熱源水利用に切替えた。この期間の平均システムCOPは48.3であった（図

13）。 

   

図12 中間期の冷凍機による蓄熱運転          図13 夏期の低温地下水による冷房運転 

 

揚水温度が上昇すると冷凍機は熱源水として揚水を利用（熱交換器を介して）するため冷却塔利用より高い COP が得

られる。このCOP向上効果を図14に示した。冷却水温が32℃から20℃に低下するのに伴い、冷却塔利用の場合COP5.4

程度であるのに対し、揚水を熱源とした場合COP10程度に上昇した。 

以上のように、冷房運転の高効率化を実証した。その他、ヒートアイランド対策として大気熱負荷を低減できた。 

 

 
図14 夏期の冷凍機COP向上         図15 夏期の井水・冷却水温度 

 

５．蓄熱設計運用技術 

蓄熱設計のための与条件として蓄熱対象とする帯水層の厚さ、地下水流速、敷地の制約により決まる井戸間距離、揚
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水可能量（最大ではなく定常揚水可能量）がある。これより期間（冷房または暖房）の揚水・還水積算流量と揚水温度変

化や熱回収率の関係を得ることができる。熱回収率𝜂𝜂𝐻𝐻は式1であり、初期（自然）地中温度を基準として投入熱に対す

る回収熱の比率を表す。 

𝜂𝜂𝐻𝐻 =
𝑐𝑐𝑤𝑤𝜌𝜌𝑤𝑤 ∑ 𝑞𝑞𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑖𝑖�𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑖𝑖 − 𝑇𝑇0�𝑖𝑖

𝑐𝑐𝑤𝑤𝜌𝜌𝑤𝑤 ∑ 𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑇𝑇0�𝑖𝑖
× 100 式 1 

𝜂𝜂𝐻𝐻 ：熱回収率[%] 𝑇𝑇0 ：初期地中温度[℃] 

𝑐𝑐𝑤𝑤 ：水の比熱 [kJ/kg/K] 𝜌𝜌𝑤𝑤 ：水の密度[kg/m3] 

𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖 ：還水量[m3/h] 𝑞𝑞𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 ：揚水量[m3/h] 

𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖 ：還水温度[℃] 𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 ：揚水温度[℃] 

 

うめきた地区の地盤モデル（砂礫層Dg2）を対象として、①積算流量、②井戸間距離、③地下水流速、④流向の4つの

要素の蓄熱性能への影響を把握するため、シミュレーション（FEFLOW）により蓄熱性能をパラメータスタディした事例

を紹介する 11)。 

表1 シミュレーション条件 

Calculate Area[m3] 
1350 × 850 × 

79.5  

Target Aquifer Depth[G.L.  m] －46～－56 

Hydraulic Conductivity 

[m/s] 

Gravel 1.73×10-3 

Clay3) 1.0×10-8 

Thermal Conductivity4) 

 [J/m/s/K] 

Gravel 2.07*1 （1.6*2） 

Clay 3.06*2 

Heat Capacity5) 

[MJ/m3/K] 
Gravel 3.18*2 

Clay 3.06*2 

Porosity[-] 0.3 

Natural Ground Water Head[m] 0 

Natural Groundwater 

Temperature[℃] 
18 

Longitudinal Dispersivity[m] 2.5 

Transverse Dispersivity[m] 0.25 

 

   

 

5.1 パラメータ設定 

シミュレーション条件を表1に、計算領域を図16に示す。流向と井戸配置の関係は図17、図18とした。 
① 積算流量 [m3]→15万、 22.5万、 30万 

② 井戸間距離 [m]→100、 150、 200、 250 

③ 地下水流速 [m/year]→0、15、30 

④ 地下水流向（直行配置（図17）、平行配置（図18）） 

低温井戸

流向

1350

85
0

(0,0)

高温井戸

x
y

100

250

(550,425)

流向

85
0

1350

(0,0)

低温井戸

高温井戸

10
0 25

0

(300,300)

x
y

図17 直交配置のときの井戸位置（低温 

井戸位置は井戸間距離のケースにより 

異なる） 

図18 平行配置のときの井戸位置（低温井戸 

位置は井戸間距離のケースにより異なる） 

図 16 計算領域[m] 

 



 

  

 

図19 運転期間（2年間）               

 

   

 

図 21より井戸間距離が近い（100、 150 m）とき、積算流量が大きいほど熱回収率が小さくなっている。これは積算

流量の増大に対し、井戸間距離が小さく蓄熱塊同士が干渉しているためである。高温蓄熱塊と低温蓄熱塊の蓄熱半径は

積算流量 30万 m3のときそれぞれ 114 mである。図 21より干渉が起こらない井戸間距離は 150mから 200mの間であり

228mより小さい。これは片方の井戸が蓄熱して蓄熱塊が広がっているとき、他方の井戸は揚水し蓄熱塊が縮小している

からである。 

図22において、井戸間距離が小さいとき平行配置の方が直交配置と比較して熱回収率が大きい。これは上流側にある

蓄熱塊は下流の蓄熱塊が遠くなる方向に流れ、受ける影響が少なくなったことが原因と考えられる。逆に井戸間距離が

大きくなると直交配置の方が平行配置よりも熱回収率が僅かに高いことが分かる。詳しくは、文献11)を参照されたい。

なお式 2、式 3 に注水半径と蓄熱半径の定義式を示し、表 2 にうめきた地区における積算流量と注水半径、蓄熱半径を

示す。 
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図23平面温度プロフィール（積算流量30万m3、 

井戸間距離150m、2年目夏期運転終了時） 

 

図24平面温度プロフィール（積算流量30万m3、 

井戸間距離200m、2年目夏期運転終了時） 

 

図20 運転期間と井戸温度（1年間） 
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図21 地下水流速0 m/y, 2年目夏期運転終了時の 

熱回収率 
図22 積算流量15万 m3, 2年目夏期運転終了時の 

熱回収率 



 

 

  
 

 

 

 

 

 

5.2帯水層蓄熱の長期安定運用性 

ATESを都市部で普及させるには長期

にわたり安定的に蓄熱利用するため帯水

層の年間熱収支が平衡することや、各井

戸の蓄熱域の平衡維持が必要である。こ

れらの条件を満足するため、筆者らは環

境省の実証試験事業において図25のよ

うな運用手法を検討している。前年の運

用方法の結果を評価して翌年の運用方法

を見直す方法である。  
熱平衡と積算流量平衡を同時に満足させるため

に、運用上３つのパラメータが操作可能である

（図26）。与えられた空調負荷に対し、積算流量

や年間熱収支を制御するため、冬期冷却塔蓄熱の

制御設定値、冬期低温井戸への還水温度設定値、

夏期高温井戸への還水温度設定値を操作する。長

期安定運用制御方法開発の第一ステップとして冬

期の冷却塔蓄熱により熱収支が平衡していること

を前提に、冬期と夏期の還水温度設定値をパラメ

ータとして積算流量を平衡させる方法を示した。

またその有効性をシミュレーションにより明らか

にした 12)。なお、冷却塔蓄熱による操作に関して

は、今後検討予定である。 

 

６．地盤沈下回避技術 13),14) 

 過去の地盤沈下の経験を踏まえて、国内の大都市部は揚水規制が導入されている。規制緩和を提案するためには、1時

間100トン規模の揚水・還水を実施しても沈下しない地盤条件を明らかにすることが必要である。 

ATESにおいて、水位変動の全量を還元（還水）すれば、年平均地下水位は一定である。しかし、新潟県魚沼市のよう

に年平均地下水位は一定であっても、年一サイクルの周期的な水位変動により地盤沈下が生じた事例があるので、揚水

量を全量還元するだけでは沈下しないとは言えない。粘土層や蓄熱対象の帯水層を含む地盤構造と沈下の関係が明らか

積算流量[万

m3] 

還水半径

[m] 

蓄熱半径

[m] 

15 126.2 80.7 

22.5 154.5 98.9 

30 178.4 114.2 
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誤差4％誤差7％83813t

外気湿球温度＜外気湿球温度設定値 ⇒
冷却塔または高効率冷凍機運転

外気湿球温度＞外気湿球温度設定値 ⇒
冷却塔および高効率冷凍機停止

①冬期、非空調時、冷却塔（または冷凍機による）低温蓄熱の制御設定値の変更

②冬期、低温井戸への還水温度設定値の変更
・還水温度設定値を上げる(下げる)

③夏期、高温井戸への還水温度設定値の変更

・還水温度設定値を上げる(下げる)

各シーズンごとの積算
流量収支平衡

各シーズンごとの熱収
支平衡

低炭素化効果の最
大化

（破線部：検討予定）

図25 年間サイクルの運用結果を翌年にフィード

バックする運用手法 

前年サイクルの運用実績データ

当年サイクルの運用

当年サイクルの運用方法(制御設定)を見直し

図26 長期安定運用のための操作パラメータ 

図27 積算流量平衡の制御効果（2年目は還水温度 

操作により積算流量平衡を制御） 

表2 各積算流量における還水・蓄熱半

径（うめきたの帯水層Ⅾg2） 𝑹𝑹𝒉𝒉 = � 𝑽𝑽𝒊𝒊𝒊𝒊
𝒏𝒏𝒏𝒏𝒏𝒏

 式 1 

𝑹𝑹𝒕𝒕𝒕𝒕 = �
𝒄𝒄𝒘𝒘𝜌𝜌𝑤𝑤𝑽𝑽𝒊𝒊𝒊𝒊
𝒄𝒄𝒂𝒂𝒂𝒂𝜌𝜌𝑎𝑎𝑎𝑎𝝅𝝅𝝅𝝅

= �
𝒏𝒏𝒄𝒄𝒘𝒘𝜌𝜌𝑤𝑤
𝒄𝒄𝒂𝒂𝒂𝒂𝜌𝜌𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑹𝑹𝒉𝒉 式 2 

𝑅𝑅ℎ ：注水半径[m] 𝑛𝑛 ：間隙率[－] 

𝑅𝑅𝑡𝑡ℎ ：蓄熱半径[m] 𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖 
：積算還水量

[m3] 

𝐿𝐿 ：スクリーン長帯水層厚[m] 

𝑐𝑐𝑤𝑤 ：水比熱[kJ/kg/K] 

𝜌𝜌𝑤𝑤 ：水密度[kg/m3] 

𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎  ：不透水層比熱[kJ/kg/K] 

𝜌𝜌𝑎𝑎𝑎𝑎 ：不透水層密度[kg/m3] 

 



にされつつあり 13),14)、水位変動を所定の範囲に抑制できれば沈下が観測できないレベルになることが期待される。 

揚水に伴い被圧帯水層の水位は低下する。この水位低下が粘土層の有効応力を増加させるメカニズムとうめきたの地

層構造を図28に示す。被圧帯水層の季節ごとの揚水、注水に応じて上下の粘土層が沈下、膨張を繰り返す。 

 

  

図28 被圧帯水層の水位低下による粘土層の有効応力増加（提供：大阪市立大学大島明彦教授） 

 

うめきたの沖積、洪積粘土層の繰返し圧密試験結果を紹介する。 

熱源井からの揚水・注水(季節間利用)による地下水位変動による繰返し荷重が圧密挙動に与える影響を調べるために、

Ma13～Ma10層に対して6ケース（各ケース8供試体、計48個）の繰返し圧密試験を実施している(空圧式の全自動圧密

試験装置を使用)。 繰返し載荷時間60分(載荷30分、除荷30分)。繰返し回数は100回である。 

うめきたの繰返し圧密による圧縮曲線の例を図29に引用して示す。 

Case4（Ma12下部）のひずみε-log p関係を示す。εは有効土被り圧p0時を原点としている。 

図には段階載荷圧密試験のε-log p関係も重ねて示している。繰返し荷重幅が大きいほど、ひずみεが蓄積していく

ことがわかる。 

粘土層全体の沈下量は次の方法で求めている。 

圧密試験サンプルの深度が中央になるように n 個の層

に分割する。粘土層の上・下面の帯水層の水位低下後の有

効応力分布と現状の有効土被り圧 p0から分割層中央の有

効応力増加Δpを求める。繰返し圧密試験の地下水位低下

量による有効応力増加とひずみεの関係から、Δpに対す

るひずみεiを求める。各分割層の沈下量ΔSi=ΔHi×εi

から、粘土層全体の沈下量Sf=ΣSiを求める。 

図 30は繰返し圧密挙動を考慮した沈下量を、図 31は

静的地下水位低下時と繰り返し時の沈下量比較結果を示

したものである。±10mまでは繰返しと静的の沈下量は大

差ないが、±12.5m以上となると繰返しの沈下量は大きく

なることが示されている。繰り返しサイクル（年）100で

沈下量5㎝を許容すると、Dg2層の地下水位変動量許容値

は±10m、許容沈下量を1㎝とすると±2.5mとなる。 

 沈下量を評価するサイクル（年）数については建物の耐用年数を考慮して設定すべきであろう。うめきたにおいては

Dg2層を蓄熱利用する際、水位変動を±2.5mにできれば、沈下を懸念しなくて良いと言えよう。 
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図29 うめきた繰り返し圧密による圧縮曲線の例 



 
図30 繰返し圧密挙動を考慮した沈下量      図31 静的地下水位低下時と繰り返し時 

の沈下量比較 

 

７．帯水層蓄熱の普及へ向けて 

7.1規制緩和の動向 

国内の地下水揚水規制実態については桂木 15)らによる調査研究がある。桂木らは全国の各自治体が制定している地下

水の採取に係わる条例を調査して、市町村毎にATES システムの適応性の判定を行っている。その結果、全世帯の半数以

上においてATES導入時には社会システムによって制約を受ける現状を明らかにしている。制約を受ける地域は、主に3

大都市圏とその周辺に集中しており、地盤沈下対策として浅層地下水の採取を厳しく制限している。3 大都市圏とその

周辺以外の地域においても、宮城県、新潟県、長野県、山梨県、石川県、佐賀県、長崎県および熊本県の8 県の23自治

体において「導入困難」と判定している。この調査研究により、現状の地下水揚水規制下では都市部での普及が困難で

あることは明らかである。 

平成 30年 8月、大阪市は内閣府に対して ATES利用の普及に向けた国家戦略特区の規制緩和提案を行った 16)。産学官

連携により持続可能な地下水利用技術として ATES 利用技術が開発され、大阪市域において実証を行い、省エネルギー、

省CO2効果等と地盤沈下防止効果が確認されたことから、当該技術を許可できる特例措置を求めたものである。 

平成31年2月、大阪市は環境省に対して、大阪市域における地盤環境に配慮した地下水の有効利用に関する検討結果

を環境省へ報告した。この報告の内容が、現在、国が検討している地下水の市街地における利用に係る規制緩和に活か

されることで、ATES利用技術の普及に向けたルール化が期待される。 

大阪市域における地盤環境に配慮した地下水の有効利用に関する検討結果の概要は次のとおりである（大阪市環境局

のホームページを引用）。 

(1) うめきた地区で実施した実証実験の結果、帯水層蓄熱利用システムは、汲み上げた地下水から熱のみを採りだした後、

全量を元の地層に還元するため、長期間の連続運転においても地盤沈下は生じなかった。 

(2) 大阪市域の規制地域内は一定の弾性があり、帯水層蓄熱が地盤に与える力は、これに比べて十分に小さいことから、

建物の空調用に利用する限り、ATESは、大阪市の地下水採取規制区域の全域で、地盤沈下を生じることなく利用でき

る。今後、立証に向けたさらなる検討が必要。 

(3) 技術開発・実証事業の成果に基づき、帯水層蓄熱利用システムを適正に利用するために必要となる設備・構造に係る

要求事項や設計上の留意事項及びシステムの運用中のモニタリングについてとりまとめた。 

① 帯水層蓄熱利用システムの設備・構造に係る要求事項等 

・地盤沈下の防止のため、熱源井による地下水の汲み上げと還元を行う地層は、同一の帯水層とすること等により、

当該地域の平均的な地下水位を維持すること 

・地下水の水質変化を防止するため、大気の接触を避け気密を維持する等の構造とすること 

② 帯水層蓄熱利用システムの維持管理に係る要求事項 

・CO2排出量削減効果等を把握するため、地下水から採り出した熱量及びシステム自身が消費するエネルギーを監視  



すること 

・地下水・地盤環境に与える負荷や影響を把握するため、地下水を汲み上げ、地下に還元した量、地下水の水位、水 

質、地盤の高さを監視すること 

 

7.2 ポテンシャルマップの整備 

 大阪市は、市域の地中に大きな再生可能エネルギーが存在していることを周知し、このエネルギーの利活用の実現に

向けた機運を高めるため、帯水層蓄熱情報マップを作成した。地図情報サイト「マップナビおおさか」上で閲覧できる。

上町台地より西の臨海部でポテンシャルが高いことが示されている。 

 

図32 帯水層蓄熱情報マップ 

 

８．蓄熱都市の実現へ向けて 

熱利用可能な帯水層を足元に持つ大阪市のような都市において、長期蓄熱により都市域全域の空調用エネルギー消費

を削減し、短期蓄熱により、不安定電力の変動吸収などが可能となる。しかし、生態系への影響、水質変化など個々の

調査成果はあるが、地下水学、地盤工学、生態学、熱エネルギー工学など多くの分野で得られた知見を総合化できてい

ない。環境省の水・大気環境局がとりまとめた「地中熱利用にあたってのガイドライン 改訂増補版」17)は地中熱利用に

伴う地盤への熱影響や地下微生物への影響に関する新たな知見を追加したもので、総合化へ向けた取り組みといえよう。

しかし、熱的環境影響に対する見解は比較的小規模な熱利用を前提としたものであり、今後大規模な熱利用に対応する

ガイドラインの改定が必要となる。さらに、海外の先進事例も参考に、法的な環境整備が望まれる。 
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